
資 料 ４

墨田区

点数
10点（＋5
点）の割合

10点（＋5
点）の割合

① 5 88.7% 100.0%

② 10 100.0% 100.0%

③ 8 96.8% 100.0%

④ 10 88.7% 100.0%

⑤ 0 35.5% 52.2%

⑥ 10 85.5% 100.0%

⑦ 10 83.9% 95.7%

⑧ 10 62.9% 82.6%

保険者の方針に沿った地域密着型サービスの
整備を図るため、保険者独自の取組を行って
いるか。

① 10 75.8% 91.3%

地域密着型サービス事業所の運営状況を把
握し、それを踏まえ、運営協議会等で必要な
事項を検討しているか。

② 0 40.3% 60.9%

所管する介護サービス事業所について、指定
の有効期間中に一回以上の割合（16.6％）で
実地指導を実施しているか。

③ 0 51.6% 82.6%

地域密着型通所介護事業所における機能訓
練・口腔機能向上・栄養改善を推進するため
の取組を行っているか。

④ 0 27.4% 43.5%

保険者として、ケアマネジメントに関する保険
者の基本方針を、介護支援専門員に対して伝
えているか。

① 5 72.6% 87.0%

介護サービス事業所（居宅介護支援事業所を
含む。）の質の向上に向けて、具体的なテーマ
を設定した研修等の具体的な取組を行ってい
るか。

② 10 85.5% 100.0%

人口動態による自然増減による推計に加え、自立支援・介護予
防に資する施策など、保険者としての取組を勘案した要介護者
数及び要支援者数の推計を行っているか。

地域医療構想を含む医療計画も踏まえつつ、地域の在宅医療
の利用者や、在宅医療の整備目標等を参照しつつ、介護サービ
スの量の見込みを定めているか。

認定者数、受給者数、サービスの種類別の給付実績を定期的に
モニタリング（点検）しているか。

介護保険事業計画の目標が未達成であった場合に、具体的な
改善策や、理由の提示と目標の見直しといった取組を講じてい
るか。

都内全域

地域包括ケア「見える化」システムを活用して他の保険者と比較
する等、当該地域の介護保険事業の特徴を把握しているか。

日常生活圏域ごとの65歳以上人口を把握しているか。

2025年度における以下の将来推計を実施しているか。
①要介護（要支援）認定者数、②介護保険料、③日常生活圏域
単位の65歳以上人口、④認知症高齢者数、⑤ひとり暮らし高齢
者数、⑥必要となる介護人材の数

介護保険事業に関する現状や将来推計に基づき、2025年度に
向けて、自立支援、重度化防止等に資する施策について目標及
び目標を実現するための重点施策を決定しているか。

平成３０年度保険者機能強化推進交付金（市町村分）に係る評価指標　集計結果

Ⅱ　自立支援、重
度化防止等に資す
る施策の推進

区部

(1)地域密着型
サービス

(2)介護支援専門
員・介護サービ
ス事業所

指標

Ⅰ　ＰＤＣＡサイク
ルの活用による保
険者機能の強化に
向けた体制等の構
築
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地域包括支援センターに対して、介護保険法
施行規則に定める原則基準に基づく３職種の
配置を義務付けているか。

① 10 88.7% 91.3%

地域包括支援センターの３職種（準ずる者を含
む）一人当たり高齢者数（圏域内の65歳以上
高齢者数/センター人員）の状況が1,500人以
下

② 0 72.6% 78.3%

地域包括支援センターが受けた介護サービス
に関する相談について、地域包括支援セン
ターから保険者に対して報告や協議を受ける
仕組みを設けているか。

③ 10 91.9% 95.7%

介護サービス情報公表システム等において、
管内の全地域包括支援センターの事業内容・
運営状況に関する情報を公表しているか。

④ 10 90.3% 100.0%

毎年度、地域包括支援センター運営協議会で
の議論を踏まえ、地域包括支援センターの運
営方針、支援、指導の内容を検討し改善して
いるか。

⑤ 5 80.6% 100.0%

地域包括支援センターと協議の上、地域包括
支援センターが開催する介護支援専門員を対
象にした研修会・事例検討会等の開催計画を
作成しているか。

⑥ 10 64.5% 82.6%

介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者（例：医療機関や地域におけ
る様々な社会資源など）との意見交換の場を
設けているか。

⑦ 0 77.4% 95.7%

管内の各地域包括支援センターが介護支援
専門員から受けた相談事例の内容を整理・分
類した上で、経年的に件数を把握しているか。

⑧ 10 66.1% 78.3%

地域ケア会議について、地域ケア会議が発揮
すべき機能、構成員、スケジュールを盛り込ん
だ開催計画を策定しているか。

⑨ 10 69.4% 91.3%

地域ケア会議において多職種と連携して、自
立支援・重度化防止等に資する観点から個別
事例の検討を行い、対応策を講じているか。

⑩ 10 82.3% 95.7%

 個別事例の検討等を行う地域ケア会議にお
ける個別事例の検討件数割合はどの程度か。
（個別ケースの検討件数／受給者数）

⑪ 0

生活援助の訪問回数の多いケアプラン（生活
援助ケアプラン）の地域ケア会議等での検証
について、実施体制を確保しているか。

⑫ 0 46.8% 65.2%

地域ケア会議で検討した個別事例について、
その後の変化等をモニタリングするルールや
仕組みを構築し、かつ実行しているか。

⑬ 10 56.5% 78.3%

複数の個別事例から地域課題を明らかにし、
これを解決するための政策を市町村へ提言し
ているか。

⑭ 5 77.4% 95.7%

(3)地域包括支援
センター
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地域ケア会議の議事録や決定事項を構成員
全員が共有するための仕組みを講じている
か。

⑮ 10 74.2% 95.7%

地域の医療・介護関係者等が参画する会議に
おいて、市町村が所持するデータのほか、都
道府県等や郡市区医師会等関係団体から提
供されるデータ等も活用し、在宅医療・介護連
携に関する課題を検討し、対応策が具体化さ
れているか。

① 5 66.1% 91.3%

医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目
なく在宅医療と在宅介護が一体的に提供され
る体制の構築に向けて必要に応じて、都道府
県等からの支援を受けつつ、（４）①での検討
内容を考慮して、必要となる具体的取組を企
画・立案した上で、具体的に実行するととも
に、実施状況の検証や取組の改善を行ってい
るか。

② 10 56.5% 87.0%

医療・介護関係者間の情報共有ツールの整備
又は普及について具体的な取組を行っている
か。

③ 10 85.5% 95.7%

地域の医療・介護関係者、地域包括支援セン
ター等からの在宅医療・介護連携に関する相
談に対応するための相談窓口を設置し、在宅
医療・介護連携に関する相談内容を、郡市区
医師会等の医療関係団体との会議等に報告
しているか。

④ 10 71.0% 95.7%

医療・介護関係の多職種が合同で参加するグ
ループワークや事例検討など参加型の研修会
を、保険者として開催または開催支援している
か。

⑤ 10 91.9% 100.0%

関係市区町村や郡市区医師会等関係団体、
都道府県等と連携し、退院支援ルール等、広
域的な医療介護連携に関する取組を企画・立
案し、実行しているか。

⑥ 0 41.9% 47.8%

居宅介護支援の受給者における「入院時情報
連携加算」又は「退院・退所加算」の取得率の
状況はどうか。

⑦ 5

市町村介護保険事業計画又は市町村が定め
るその他の計画等において、認知症施策の取
組（「介護保険事業に係る保険給付の円滑な
実施を確保するための基本的な指針」第二の
三の１の（二）に掲げる取組）について、各年度
における具体的な計画（事業内容、実施（配
置）予定数、受講予定人数等）を定め、毎年度
その進捗状況について評価しているか。

① 10 79.0% 95.7%

認知症初期集中支援チームは、認知症地域
支援推進員に支援事例について情報提供し、
具体的な支援方法の検討を行う等、定期的に
情報連携する体制を構築しているか。

② 10 96.8% 100.0%

(4)在宅医療・介
護連携

(5)認知症総合支
援
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地区医師会等の医療関係団体と調整し、認知
症のおそれがある人に対して、かかりつけ医と
認知症疾患医療センター等専門医療機関との
連携により、早期診断・早期対応に繋げる体
制を構築しているか。

③ 10 95.2% 100.0%

認知症支援に携わるボランティアの定期的な
養成など認知症支援に関する介護保険外
サービスの整備を行っているか。

④ 10 90.3% 100.0%

介護予防・日常生活支援総合事業の創設や
その趣旨について、地域の住民やサービス事
業者等地域の関係者に対して周知を行ってい
るか。

① 10 91.9% 100.0%

介護保険事業計画において、介護予防・生活
支援サービス事業における多様なサービス
（基準を緩和したサービス、住民主体による支
援、短期集中予防サービス、移動支援を指し、
予防給付で実施されてきた旧介護予防訪問介
護相当サービス・旧介護予防通所介護相当
サービスに相当するサービスは含まない。以
下同じ。）及びその他の生活支援サービスの
量の見込みを立てるとともに、その見込み量
の確保に向けた具体策を記載しているか。

② 0 54.8% 73.9%

介護予防・生活支援サービス事業における多
様なサービスやその他の生活支援サービスの
開始にあたり、生活支援コーディネーターや協
議体、その他地域の関係者との協議を行うと
ともに、開始後の実施状況の検証の機会を設
けているか。

③ 0 43.5% 52.2%

高齢者のニーズを踏まえ、介護予防・生活支
援サービス事業における多様なサービス、そ
の他生活支援サービスを創設しているか。

④ 10 79.0% 100.0%

介護予防に資する住民主体の通いの場への
65歳以上の方の参加者数はどの程度か（【通
いの場への参加率＝通いの場の参加者実人
数／高齢者人口】　等）

⑤ 5

地域包括支援センター、介護支援専門員、生
活支援コーディネーター、協議体に対して、総
合事業を含む多様な地域の社会資源に関す
る情報を提供しているか。

⑥ 10 85.5% 100.0%

地域リハビリテーション活動支援事業（リハビ
リテーション専門職等が技術的助言等を行う
事業）等により、介護予防の場にリハビリテー
ション専門職等が関与する仕組みを設け実行
しているか。

⑦ 10 75.8% 95.7%

住民の介護予防活動への積極的な参加を促
進する取組を推進しているか（単なる周知広
報を除く。）

⑧ 10 85.5% 91.3%

(6)介護予防／日
常生活支援
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生活支援コーディネーターに対して市町村とし
ての活動方針を提示し、支援を行っているか。

① 10 83.9% 95.7%

生活支援コーディネーターが地域資源の開発
に向けた具体的取組（地域ニーズ、地域資源
の把握、問題提起等）を行っているか。

② 10 90.3% 100.0%

協議体が地域資源の開発に向けた具体的取
組（地域ニーズ、地域資源の把握等）を行って
いるか。

③ 10 80.6% 87.0%

生活支援コーディネーター、協議体の活動を
通じて高齢者のニーズに対応した具体的な資
源の開発（既存の活動やサービスの強化を含
む。）が行われているか。

④ 10 83.9% 95.7%

一定期間における、要介護認定者の要介護認
定等基準時間の変化率の状況はどのように
なっているか。

① 10

一定期間における要介護認定者の要介護認
定の変化率の状況はどのようになっている
か。

② 10

介護給付の適正化事業の主要５事業のうち、
３事業以上を実施しているか。

① 10 96.8% 100.0%

ケアプラン点検をどの程度実施しているか。 ② 0

 医療情報との突合・縦覧点検を実施している
か。

③ 10 100.0% 100.0%

福祉用具の利用に関しリハビリテーション専門
職が関与する仕組みを設けているか。

④ 0 17.7% 30.4%

 住宅改修の利用に際して、建築専門職、リハ
ビリテーション専門職等が適切に関与する仕
組みを設けているか。

⑤ 0 50.0% 69.6%

 給付実績を活用した適正化事業を実施してい
るか。

⑥ 0 59.7% 82.6%

(2)介護人材の確
保

必要な介護人材を確保するための具体的な取
組を行っているか。

① 10 85.5% 100.0%

423

※指標のうち、厚労省が全保険者（全国）のデータをもとに点数を決定したものについては、都内全域及び区部の割合が不明の

ため、斜線としている。

合　　　　　計　（612点満点）

(8)要介護状態の
維持・改善の状
況等

Ⅲ　介護保険運営
の安定化に資する
施策の推進

(1)介護給付の適
正化

(7)生活支援体制
の整備
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